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１ フェーズに対応した機動的な予算編成
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３月補正【２７．８億円】
✔ 感染拡大防止
✔ 県民生活の安全確保
✔ 事業活動への支援

２月補正【５億円】
✔ 入院医療体制の強化
✔ 検査体制の強化

４月補正【３，９１６．３億円】
✔ 感染拡大防止対策の強化と医療・検査体制の充実
✔ 地域産業・県民生活への支援
✔ 収束後の地域の元気づくり

Ⅰ これまでの対応（令和２年２～４月）

1

全国一斉休校

ｲﾍﾞﾝﾄの自粛

改正特措法成立

入国制限の強化

経済指標の悪化
・1～3月期ＧＤＰ▲3.4%
・3月訪日客▲93% など

東京五輪の１年
延期の決定

世界感染者600万人突破

患者数の推移



２ 医療体制（確立）

２月補正 ３月補正 ４月補正

外来、

相談

✔ 帰国者・接触者外来の
設置支援 （４０箇所）

✔ ２４時間コールセンター
設置

✔ 臨時外来等の設置支援
一般医療機関２０施設、
診療所２００施設

✔ 帰国者・接触者外来の
拡充 （４０→５０箇所）

✔ 臨時外来の運営支援等
（運営補助２０箇所 等）

✔ ２４時間コールセンターの
強化 （６→１０回線）

入院、

医療

✔ 簡易陰圧装置の導入
支援 （１００病床）

✔ 人工呼吸器等の導入支援
（４０施設、２００病床）

✔ 人工呼吸器等の導入支援
（２５０病床）

✔ 入院病床確保のための
空床補償補助（２００病床）

（16,190円/日・床）

✔ 空床補償補助単価の拡充
（16,190→36,350円/日・床）
※国単価に上乗せ

✔ 入院治療を行う医療機関へ
の運営補助
（入院１人あたり12,000円/日）

✔ 重症患者受入医療機関への
医療従事者の派遣支援

✔ ＣＣＣ-ｈｙｏｇｏの体制強化
✔ 民間救急搬送会社と連携した

搬送体制の構築

✔ 宿泊療養施設の確保、健康
管理体制の整備 （７００室）

ＰＣＲ

検査

✔ ＰＣＲ検査試薬の確保
（1,000回分）

✔ ＰＣＲ検査試薬の確保
（14,000回分）

✔検査機器の導入支援
（医療機関等）

関係機関との緊密な連携により、相談・検査・医療体制を早期に構築
患者数の増加の兆候を捉え、入院病床、宿泊療養の確保のための支援制度を拡充

設備支援 設備支援

病床確保 入院医療体制の強化病床確保

設備支援

調整機能の強化調整機能の強化

（※１ 新型コロナウイルス入院コーディネートセンター、※２ 広域災害・救急医療情報システム）

✔ ＣＣＣ-ｈｙｏｇｏ※１の設置
✔ ＥＭＩＳ※２の活用
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病床数と入院者数の推移（合計）

病床数(重症) 病床数(重症除く)

宿泊療養室数 入院者（療養含む）計

２ 医療体制（成果）

ＣＣＣ-ｈｙｏｇｏの設置（３月１９日）、ＥＭＩＳの活用（３月１８日）により、
感染拡大前に、保健所圏域を越えた入院調整体制を構築
安心できる宿泊療養の徹底 （陽性者は原則全員入院し、医師の

判断の上で、軽症者を宿泊療養に移行）

円滑な入院調整と宿泊療養を実施

自宅療養者ゼロを堅持

感染者病床数を順次拡大し、重症、中軽症ともこれまで以上の
感染者発生に耐えうる病床数を確保（５１５床）
４月１１日以降、軽症者等の宿泊療養施設を順次拡大（５７８室）
→自宅療養者ゼロ堅持

〔全国的な感染ピーク時の自宅療養者〕
東京都６３５人、埼玉県３５４人、大阪府３３２人など（4/28時点）

※特定警戒都道府県で自宅療養者ゼロは北海道、石川県、兵庫県のみ
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ＰＣＲ検査体制の強化

検査可能検体数 検査数（実績）

５月以降、検査体制を強化し、これまでで最も多い検査数（２７０件）
にも十分対応できる能力（４０４件）を確保し、検査待ちを解消
安心確保のため全ての陽性患者への連続２回の陰性確認を継続

翌日に持ち越した場合は優先的に検査し、
検査待ちを短縮 （週末には超過分を解消）迅速なＰＣＲ検査体制

〔国の基準〕 重症者の医療提供に支障がある場合は、連続２回の陰性確認
をせず、宿泊・自宅療養１４日間 経過でも療養解除できる

感染急増で病床数が
一時的に逼迫するが、

円滑な入院調整で
医療崩壊を回避

医療資材の安定確保

マスク等の医療資材の在庫状況を県が把握し、不足する医療機関等に配布

〔国の基準〕 宿泊療養等の前に
原則入院を求めず
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6

３ 経済・雇用の下支え等

２月補正 ３月補正 ４月補正

事業

継続

支援

(融資)

✔ 新型コロナウイルス
対策貸付（利率0.7％、
限度額2.8億円）

✔ 新型コロナウイルス危機
対応貸付（利率0.7％、
追加限度額2.8億円）

✔ 借換等貸付（同上）
✔ 経営活性化資金（所定

金利、限度額0.5億円）

✔新型コロナウイルス感染症無利子資金
（当初３年利率0％、限度額0.3億円）

事業

継続

・

雇用

維持

支援

✔休業要請事業者経営継続

支援事業(中小法人100万円、

個人事業主50万円 等)

✔がんばるお店お宿応援事業

(ﾃｲｸｱｳﾄ等、新たな事業展

開を上限10万円まで支援)

（500件⇒2,000件に拡充）

✔ひょうご緊急雇用対策プログ
ラム(内定取消者等を100人ま
で職員として採用）

✔産業界提案型復活応援事業

✔地域企業再起・躍進支援事業

地域の

元気

づくり

✔ Welcome to Hyogo 

キャンペーンの実施

✔ 商店街お買い物券・ポイン

トシール事業

✔ 県産農産物の販売促進

✔ 県産ブランド牛肉消費拡大

キャンペーンの実施

✔ 文化芸術の鑑賞・体験機会

創出の支援 等

フェーズに応じ、タイプの異なる５資金を準備し、事業継続を支援(融資実績約２，３００億円)
休業要請に協力いただいた事業者への支援金に加え、新事業展開に取り組む事業者を応援
収束後の対策も含めた予算編成で、感染収束から地域の元気回復までの見通しを明示
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３ 経済・雇用の下支え等（主な実績）

5

7

がんばる お店お宿応援事業（6月4日現在）休業要請事業者経営継続支援事業（6月4日現在）

新型コロナウイルス感染症対応５資金（6月4日現在）

区分
保証申込 保証承諾 融資実行

件数 金額 件数 金額 件数 金額

コロナ対策貸付 3,385 64,606 3,254 61,457 3,037 56,736
借換等貸付 121 3,987 118 3,855 101 3,188
経営活性化資金 290 8,991 287 8,898 263 8,289
危機対応貸付 1,249 47,128 1,164 44,216 1,022 38,354
無利子資金 11,903 206,191 10,574 184,186 7,323 129,560

計 16,948 330,903 15,397 302,613 11,746 236,128

（金額単位：百万円）

申込 支給決定

件数 件数 金額

17,940 3,157 1,079

（金額単位：百万円）

申込 支給決定

件数 件数 金額

3,349 1,325 120

（金額単位：百万円）



４ 新たに生じている課題

医療・検査体制の強化

医療関係者・県民・事業者の尽力により、第１波は概ね収束

第２波の到来を前提とした不断の備えが急務 （右再要請等の基準参照）

地域経済の活性化 ・ 地域の元気づくり

緊急事態宣言が解除されたとはいえ、社会活動が制約される状況は続く

「ひょうごスタイル（新たな生活様式）」の定着を図り、感染防止対策を講じな
がら社会経済活動を再開させる必要

ポストコロナ社会への変革

今日の未曾有の事態は、過度な都市集中や日本型の働き方など、
現代社会の危うさを露呈

短期的な緊急対策に加え、来たるべきポストコロナ社会への変革が不
可欠

小康期にある今こそ、

次なる課題に果敢に

チャレンジ
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１ 予算規模

今回(R2年度6月)
〔A〕

参考 ： これまでのコロナ対策予算 総計
〔E=A～Dの計〕R1年度 2月 〔B〕 R2年度 3月 〔C〕 R2年度 4月 〔D〕

医療・検査
体制の強化

７６８．３億円 ５．０億円 １４．７億円 １２１．７億円 ９０９．７億円

新たな課題を踏まえ、国への積極的な要望活動を実施
大幅に増額された国交付金等を活用し、本県の喫緊の課題に対応した補正予算を編成

地域経済活
性化・地域の
元気づくり

３２１．９億円 － １３．１億円
３７９４．６億円

（うち預託金３５９１億円）
４１２９．６億円

（うち預託金３５９１億円）

ポストコロナ
社会 ２９．８億円 － － － ２９．８億円

計 １１２０．０億円 ５．０億円 ２７．８億円
３９１６．３億円

（うち預託金３５９１億円）
５０６９．１億円

（うち預託金３５９１億円）

※新型コロナ感染症対策以外の補正予算を除いた金額

Ⅱ ６月補正予算（案）の編成
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２（１） 医療・検査体制の強化 1/3

感染小康期 感染警戒期 感染増加期 感染拡大期

目安
１０人未満

１０人以上

(再要請基準)
２０人以上 ３０人以上新規陽性患者数

（１週間平均）

病床
（うち重症病床）

２００床
（４０床）

３００床
（５０床）

１ヶ月 20人/日に対応

４００床
（７０床）

〃 30人/日に対応

５００床
（９０床）

〃40人/日に対応

宿泊療養室 ２００室
（２施設）

２００室
（２施設）

３００室
（３施設）

５００室
（４施設）７月中旬まで

現行維持

病床数 宿泊療養室数 入院・療養者数

第１波（４～５月） 第２波（年内想定）

小康期

警戒期

増加期

拡大期

感染症患者の入院医療費の公費負担（２１３百万円）

ＰＣＲ検査試薬の確保（３０百万円）

抗原検査の公費負担（１７百万円）

６月補正

今年度中に第２波が到来することを想定し、十分な医療・検査を提供しうる予算を編成

妊産婦への分娩前ウイルス検査（２４１百万円）

入院医療体制の強化（２７，０１５百万円）
医療従事者の派遣、空床補償単価の改善、
人工呼吸器等の追加、重点医療機関設備整備 等

医療機関等における検査機能の充実（３８０百万円）
PCR検査機器の増設、前処理の自動化、
移動型PCR検査装置の開発支援 等

地域医療体制の維持・確保（３０，９０８百万円）
感染症の影響に対応した医療機関の支援、
感染症対応従事者慰労金の支給 等

小康期

・病床３５０床、
宿泊３６５室
(平均)の確保

・専門外来の増設
（５０→６０）

・PCR検査体制
（１０００件／日）

・必要な医療資
機材の確保 等

必

要

な

体

制

医療用マスク・防護服

3ヶ月分：医療機関で確保 更に6ヶ月分：県で保管

8



医療従事者等の安全確保

対象機関 内容 予算額

救急・周産期・小児医療機関
簡易陰圧装置などの設備整備に対する補助 557百万円

病床数に応じた支援金 （99床以下２千万円、100床以上３千万円など） 6,630百万円

病院（救急等以外）、診療所、薬局など 動線分離などの取組に対する補助 14,153百万円

社会福祉施設 衛生資材の購入、多機能型簡易居室の設置などに対する補助 7,293百万円

院内感染防止対策を講じながら診療体制を確保する取組等への支援

医師会、看護協会などによる感染対策指導、普及啓発への支援 29百万円
院内感染により休業した医療機関・薬局の再開への支援 32百万円
外国人患者が受診しやすい設備整備（多言語看板など）への支援 14百万円

医療従事者等への感謝

区分 対象者 慰労金単価等 予算額

医療機関
対象機関で感染者に接した医療従事者等 20万円/人

9,410百万円
対象機関で感染者に接していない医療従事者等 10万円/人

社会福祉施設 感染が発生した施設等で対応にあたった職員 20万円/人 64百万円

相談業務など 感染者との直接対応、電話対応等に従事した職員 記念品（QUOカード等） 4百万円

医療従事者や社会福祉施設職員などへの慰労金等の支給

帰宅困難な医療従事者の宿泊室料への支援 396百万円 9

２（１） 医療・検査体制の強化 2/3



対象経費
・普及啓発費
・感染予防ワークスタイルへの転換経費

（オンライン会議環境整備等）

予 算 額 ４３百万円

対象団体

８０団体程度

県連合自治会、県連合婦人会、
県消費者団体連絡協議会、県いずみ会、
県保育協会、県商店連合会 等

施設・業種 金額 施設・業種 金額

医療機関等 ２１，３４０百万円 学校(公私立等) ９７９百万円

中小企業等 １０，６６４百万円 幼稚園等 ２３２百万円

商店街 １２３百万円 児童相談所等 ９百万円

宿泊施設 １７３百万円 社会福祉施設等 ８，５０４百万円

バス・船舶 ６８百万円 避難所 ２，５３５百万円

県立施設等 ６６１百万円 計 ４５，２８８百万円

事業等の再開に必要となる感染防止対策を支援

サーモグラフィ、非接触体温計、パーティション、
換気設備など、施設や業種ごとにきめ細かく対応

社 会 経 済 活 動 県 民 生 活

「ひょうごスタイル」の普及啓発及び各種団体の
ワークスタイル転換を支援

コロナ追跡システム・LINEシステムの構築、並列運用

・QRコードの登録等を通じて、店舗やイベント等の
利用者を追跡可能なシステムを導入

・クラスターや陽性者発生時に、接触可能性のある
者に情報を提供し、注意喚起

【主な施設等】
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２（２） 地域経済活性化・地域の元気づくり 1/2

休業要請支援

休業要請事業者支援金の拡充 2,531百万円
５月7日以降の休業要請延長に応じた事業者に対し、経営
継続支援金を加算

～5/7 5/7以降（今回拡充）

下記以外
中小法人 ：1,000千円
個人事業主： 500千円

中小法人 ：300千円
個人事業主：150千円

旅館・ホテル・
飲食店

中小法人 ： 300千円
個人事業主： 150千円

中小法人 ：100千円
個人事業主： 50千円

コロナの影響で収入が概ね20％減少した者への徴収猶予や、
休業要請に応じた売上減少事業者（前年同月比50％以上）
への減免

県有財産使用料等の減免等

貸付名
(適用期間) 概要 信用保証 融資

利率

融資
限度
額

融資
期間
(据置)

①
新型コロナウイルス対
策貸付
（2/25～9/30）

SN保証の別

枠利用

一般保証
SN保証4号
SN保証5号

0.7％
2.8

億円

10年
(2年)
以内

②
経営活性化資金
(3/16～9/30)

迅速な融資

審査
金融機
関所定

5,000
万円 10年

(1年)
以内

③
借換等貸付
(3/16～9/30)

県制度融資

の借換え

0.7％
2.8

億円

④
新型コロナウイルス危
機対応貸付
(3/16～翌1/31)

① の さ ら に

別枠利用
危機関連

保証

10年
(2年)
以内

⑤
新型コロナウイルス
感染症対応資金
(5/1～翌1/31)

最大で当初
3年無利子、
保証料全額
免除

SN保証4号
SN保証5号
危機関連

保証

当初3年
0.0％

4年目以
降0.7％

3,000
万円

↓拡充

4,000
万円

10年
(5年)
以内

⑥

新型コロナウイルス感
染症対応保証料応援
貸付
（6/22～翌1/31）

⑤ を 超 え る
資金需要に
無保証で融
資

SN保証4号
SN保証5号
危機関連

保証

0.7％
5,000
万円

10年
(2年)
以内

新型コロナウイルス感染症対応無利子資金(5/1～)の拡充
融資限度額を3,000万円から4,000万円に引上げ

保証料応援貸付の創設 4,864百万円
新型コロナ対応既存資金（右表⑤）の限度額を超える資金需要
に対応するため、5,000万円を限度に保証料無料の融資を創設

※通常は、保証料（0.8％程度×10年分）を貸出時に一括徴収

資金繰り支援 ［既存５資金と今回追加資金の概要］
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地域産業 観光

新規産業立地促進補助の拡充 326百万円
コロナ禍により、脆弱性が顕在化したサプライチェーンの
強化・再構築を支援。特に、新型コロナウイルス感染症
影響対策として、海外自社製品やコロナで需給が逼迫した
医療物資等の生産施設を県内に整備する者を支援

がんばるお店・お宿応援事業の拡充 460百万円
（支援件数：2,000件⇒ 5,000件）

地場産業の持続・活性化への支援 60百万円
ひょうごスタイルでの活用が期待される新製品・新技術の
開発や、WEBマーケティング調査等を支援

少雪の影響を受けた地域への誘客促進

Welcome to Hyogoキャンペーンの拡充

山田錦等酒米持続的生産応援事業の実施

県公式オンラインショップ「ひょうご市場」によるキャンペーン

239百万円

539百万円

428百万円

県内全域での幅広い
立地促進

新型コロナウイルス感
染症影響対策

不動産取得税軽減 1/2軽減 1/2～3/4軽減

法人事業税軽減 1/3～1/2軽減・５年
※現行1/4～1/3

1/2～3/4軽減・5年

設備投資補助 投資額の３～５％
※国庫補助併用不可

投資額の６～10％
※国庫補助併用可

雇用補助 30～60万円／人 45～90万円／人

コンベンション開催誘致

ひょうご五国のバス旅支援事業

農林水産業

県産地鶏肉・水産物の学校給食提供の支援 802百万円

美味いもん情報トータルサイト「御食国ひょうご（仮称）」の創設

県産農畜水産物の販売・消費促進 107百万円

ホテル、旅館の会議場等における学会やコンベンション
の開催費用を支援

県内観光地を巡る五国交流バスツアーの造成を促進する
とともに、参加者に県特産品セットを贈呈

スキー場設備整備支援事業（造雪・降雪・ｸ゙ ﾘー ﾝｼー ｽ゙ ﾝ設備）
魅力ある観光づくり支援事業

合宿誘致事業・宿泊割引支援事業・誘客促進支援事業

日本酒の需要減少により影響を受ける酒米の価格差支援
や、作付転換、給食活用や商品開発等への支援

12

※ 税制については、条例を改正予定

観光拠点整備への支援 57百万円

２（２） 地域経済活性化・地域の元気づくり 2/2



スマート兵庫基盤の整備を行う（2,786百万円）とともに、ポストコロナ社会を先導する取組を推進

光回線網（テレワーク環境）の整備
・県・市町・中小企業等の在宅勤務用システム
基盤を整備(3年間無償提供)
・県庁のモバイルワーク環境(テレビ会議の拡大)

システム整備（兵庫情報ﾊｲｳｪｲの拡充）
・GIGAｽｸｰﾙ、遠隔医療等需要増に対応

・超高速通信環境の提供による企業誘致

遠隔授業・WEB研修等の環境整備
・総合衛生学院・農業大学校・森林大学校
における遠隔授業の推進

・専修学校等の遠隔授業実施の支援

・Webによる合同企業説明会、
職員採用説明会の開催

スマート工場実現への支援

・ｽﾏｰﾄ工場等に必要な体験、ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
（工業技術ｾﾝﾀｰ内に支援拠点を整備）

県庁のﾍﾟｰﾊﾟﾚｽ・ｽﾄｯｸﾚｽの推進

活用

未来都市モデル（東播磨地域）
・地域に高速通信網を短期的に整備
・見守りｻｰﾋﾞｽ、遠隔授業など独自の取組

ୖ

ੰ
ৠ

【兵庫情報ハイウェイ】

人の密度測定システム（県立大）

・人の密度をﾘｱﾙﾀｲﾑで把握・可視可
・災害、大規模ｲﾍﾞﾝﾄ時等の適切な誘導へ

２（３） ポストコロナ社会 1/2

三木総合防災公園での実験

・高精細映像伝送による遠隔ｽﾎﾟｰﾂ観戦
・ﾃﾞｰﾀ分析による新たなﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ手法開発

アクセスポイント
の追加（淡路） ベンチャー企業等の取組支援

・先端技術研究事業（COEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）の拡充
・ポストコロナ・スタートアップ支援事業
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ポストコロナの基本的な考え方（8月中目途に策定）

県民から寄せられた優れた提案を選考し、具体化するための調査研究 （41百万円）

14

２（３） ポストコロナ社会 2/2

「ポストコロナ社会兵庫会議」による提言を踏まえ、県としての基本的な考え方を策定

ポストコロナ社会
兵庫会議（6月）

県民からの提案募集
（4/27～6/30）

提言（6月中目途） 具体化に向けた調査研究

新ビジョンへの反映へ

区 分 可能性調査枠 具体化推進枠 具体化枠(特認)
補助率 10/10 10/10 １／２

補助上限 50万円 200万円 1,000万円

補助件数 20件 ５件 ２件

補助対象経費 調査研究活動費 実証実験経費 同左

メンバー（11名）

荒川創一氏（医療）、安藤忠雄氏（建築）、家次恒氏（経済）

五百旗頭真氏（政治）、金出武雄氏（工学）、砂原庸介氏（地方自治）

高士薫氏（報道）、畑豊氏（情報通信）、平田オリザ氏（文化）、

南裕子氏（看護）、室崎益輝氏（防災） ※五十音順

［現時点の提案例］

・呼吸時のマスク周辺の気流構造の解明

・高機能抗菌めっき技術の普及

・新型コロナウイルス増殖阻害剤の開発

・第二波以降に備えた在宅ケアシステム

・ﾃﾚﾜｰｸ等新たな働き方での健康維持



２（４） その他主な施策

情報発信や相談体制の強化

経済問題等に関する心の悩み相談体制の強化 ４８百万円

感染防止に配慮した児童虐待･ＤＶ等相談支援 ８百万円

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策に関する情報発信 ３５百万円

新型コロナウイルス感染症に関する人権啓発 ２百万円

事業者団体等による消費者教育の支援 ２百万円

学校の臨時休業等に伴う環境整備

ひょうご放課後プランの推進 ７３８百万円

病院内保育所における学童保育の受入支援 ５５百万円

放課後等デイサービスへの支援 ７２百万円

TV局と連携した学習支援番組の製作 １０百万円

学校給食休止への対応 ９百万円

学校再開に向けた人的・物的支援の強化

少人数学習集団の編成支援 ４３１百万円

学習指導員の配置 ５９０百万円

スクールサポートスタッフの配置 ５７２百万円

部活動全国大会の代替地方大会の開催支援 ３４百万円

県民生活の安定化に向けた支援

緊急生活福祉資金貸付原資補助事業の拡充 ９０１３百万円

ひとり親世帯等臨時特別給付金の支給 ２７０百万円

就労継続支援B型事業所利用者への支援 １２６百万円

障害者就業・生活支援センター事業の機能強化 ３６百万円

高校生等奨学給付金の拡充 １６８百万円

芸術文化公演の再開に向けた緊急支援 ２００百万円

第１０回神戸マラソンプレイベントの開始 ４百万円15



施設等 単価 施設等 単価

救急・周産期・小児医療
機関

（設備整備補助） ３，２００千円
（支援金）
９９床以下 ２０，０００千円
１００床以上 ３０，０００千円
以 下１００床 毎 ＋１０，０００ 千円
コロ ナ 患 者 受 入 ＋ １ ０ ， ００ ０ 千円

宿泊施設
１つのホテル・旅館を経営 ３００千円
複数のホテル・旅館を経営 ６００千円

バス
（１～５０台） 感染防止設備 ７５千円

非接触型体温計 １２５千円
※台数に応じて増額

病院（救急等以外）
２，０００千円／箇所

５０千円／床
船舶

（定員１～５０名） 県内航路 ２５０千円
県外航路 １５０千円

※定員に応じて増額

診療所（医科・歯科）
（有床） ２，０００千円／箇所
（無床） １，０００千円／箇所

学校
（公立）高校・特別支援学校 ３，０００千円／校

中学校 ２，０００千円／校
（私立） １，０００千円／校

薬局、訪問看護ステー
ション、助産所等

７００千円／箇所 幼稚園等 ５００千円／園

中小企業等

（中小法人） 単一事業所 200千円
複数事業所 400千円

（個人事業主） 単一事業所 100千円
複数事業所 200千円

社会福祉施設 ５００千円／施設

商店街
商店街・小売市場 １，０００千円／組合
商店街連合会 ２，０００千円／連合会

避難所 ３，４１０千円／施設16

（参考１）感染防止対策の補助単価



（参考２）国への提案が実現した主なもの

これまで、３回にわたる緊急提案を実施（第1回：3/27 第2回：5/1 第3回：5/21）
国二次補正予算においても、多くの本県要望に沿った事業が計上されている。

医療・検査体制の充実

・緊急包括支援交付金の大幅増額
1次：0.1億円 → 2次：1.6兆円
※ 1次補正県負担分を含め、全額国費措置

(国1/2・県1/2→国10/10)

・重症・中等症のコロナ患者への診療報酬を３倍に
引き上げ（現状：２倍）

・重点医療機関の空床補償を大幅に引き上げ
（ICU 現行：9.7万円 → 拡充後：30.1万円）

・新型コロナ疑い患者の診療を行う救急・周産期・
小児医療機関の院内感染防止対策を支援

社会福祉施設への支援

・介護・福祉分野を包括支援交付金の対象に追加

・利用者の工賃・賃金確保のため、就労継続支援
事業の再起を支援

中小企業への支援

・民間金融機関における実質無利子・無担保融資
（上限額3,000万円 → 2次補正(案)4,000万円)

・雇用調整助成金の助成率の引き上げ
（解雇等を行わない中小企業の助成率 10/10に）
※ 休業期間中の賃金の支払いを受けられなかっ

た労働者本人の申請による支援金も創設

・テナント事業者への家賃支援給付金の創設

農林水産業事業者への支援

・酒造好適米の保管・供給に対する支援の拡充

・繁殖牛農家に対する奨励金制度の創設

芸術文化活動に対する支援

・活動の継続や、新しい鑑賞環境の確立など収益
構造の抜本的改革を支援 17


